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第１章 総則

（適用範囲）

第１条 この共通仕様書は、独立行政法人中小企業基盤整備機構の施行する地質・土質

調査、試験に関する業務（以下「地質調査業務」という ）に適用する。。

２ 契約図書は相互に補完し合うものとし、契約書及び設計図書のいずれかによって定

められている事項は契約の履行を拘束するものとする。

３ 特記仕様書、図面又は共通仕様書の間に相違がある場合、請負者は監督職員に確認

して指示を受けなければならない。

（用語の定義）

第２条 この共通仕様書における用語の定義は次の各号に定めるところによる。

(1) 「発注者」とは、契約職（分任契約職を含む ）とする。。

(2) 「請負者」とは、地質調査業務の実施に関し、発注者と請負契約を締結した個人

若しくは会社、その他の法人をいう。

(3) 「監督職員」とは、契約書に定められた範囲内において請負者又は管理技術者に

対する指示、承諾又は協議の職務等を行う者で、契約書第９条第１項で規定する者

であり、総括監督員、主任監督員、監督員を総称していう。

(4) 「総括監督員」とは、監督総括業務を担当し、主に、請負者に対する指示、承諾

又は協議及び関連業務等の調整のうち重要なものの処理、および設計図書の変更、

一時中止又は打切りの必要があると認める場合における発注者（契約職又は分任契

約職）に対する報告等を行うとともに、主任監督員及び監督員の指揮監督並びに監

督業務の掌理を行う者をいう。

(5) 「主任監督員」とは、現場監督総括業務を担当し、主に請負者に対する指示、承

諾又は協議（重要なもの及び軽易なものを除く）の処理、業務実施のための詳細資

料等（軽易なものを除く）の作成および交付又は請負者が作成した資料の承諾を行

い、又、契約図書に基づく工程の管理、立会、検収の実施（他の者に実施させ、当

該実施を確認することを含む）で重要なものの処理、関連業務等の調整（重要なも

のを除く）、設計図書の変更（重要なものを除く）、一時中止又は打切りの必要が

あると認める場合における総括監督員への報告を行うとともに、監督員の指揮監督

並びに一般監督業務の掌理を行う者をいう。

(6) 「監督員」とは、一般監督業務を担当し、主に請負者に対する指示、承諾又は協

議で軽易なものの処理、業務実施のための詳細資料等で軽易なものの作成および交

付又は請負者が作成した資料のうち軽易なものの承諾を行い、又、契約図書に基づ

く工程の管理、立会等を行い、設計図書の変更、一時中止又は打切りの必要がある

と認める場合における主任監督員への報告を行う者をいう。

(7) 「検査職員」とは、地質調査業務の完了の検査にあたって、契約書第３１条第２

項の規定に基づき、検査を行う者をいう。

(8) 「管理技術者」とは、契約の履行に関し、業務の管理及び統括等を行う者で、契

約書第１０条第１項の規定に基づき、請負者が定めた者をいう。

(9) 「同等の能力と経験を有する技術者」とは、当該地質調査業務に関する技術上の

知識を有する者で、特記仕様書で規定する者又は発注者が承諾した者をいう。

(10)「契約図書」とは、契約書及び設計図書をいう。

(11)「設計図書」とは、仕様書、図面、条件説明書及び条件説明に対する質問回答書

をいう。

(12)「仕様書」とは、共通仕様書及び特記仕様書（これらにおいて明記されている適

用すべき諸基準を含む ）を総称していう。。

(13)「共通仕様書」とは、各地質調査業務に共通する技術上の指示事項等を定める図

書をいう。

(14)「特記仕様書」とは、共通仕様書を補足し、当該地質調査業務の実施に関する明

細又は特別な事項を定める図書をいう。



- 2 -

(15)「条件説明書」とは、地質調査業務の入札等に参加する者に対して、発注者が当

該地質調査業務の契約条件を説明するための書類をいう。

(16)「質問回答書」とは、条件説明書に関する入札等参加者からの質問書に対して、

発注者が回答する書面をいう。

(17)「図面」とは、入札等に際して発注者が交付した図面及び発注者から変更又は追

加された図面及び図面のもとになる計算書等をいう。

(18)「指示」とは、監督職員が請負者に対し、地質調査業務の遂行上必要な事項につ

いて書面をもって示し、実施させることをいう。

(19)「請求」とは、発注者又は請負者が契約内容の履行あるいは変更に関して相手方

に書面をもって行為あるいは同意を求めることをいう。

(20)「通知」とは、発注者若しくは監督職員が請負者に対し、又は請負者が発注者若

しくは監督職員に対し、地質調査業務に関する事項について、書面をもって知らせ

ることをいう。

(21)「報告」とは、請負者が監督職員に対し、地質調査業務等の遂行に関わる事項に

ついて、書面をもって知らせることをいう。

(22)「申し出」とは、請負者が契約内容の履行あるいは変更に関して、発注者に対し

て、書面をもって同意を求めることをいう。

(23)「承諾」とは、請負者が監督職員に対し、書面で申し出た地質調査業務の遂行上

必要な事項について、監督職員が書面により業務上の行為に同意することをいう。

(24)「質問」とは、不明な点に関して書面をもって問うことをいう。

(25)「回答」とは、質問に対して書面をもって答えることをいう。

(26)「協議」とは、書面により契約図書の協議事項について、発注者と請負者が対等

の立場で合議することをいう。

(27)「立会」とは、設計図書に示された項目において監督職員が臨場し、内容を確認

することをいう。

(28)「提出」とは、請負者が監督職員に対し、地質調査業務に関わる書面又はその他

の資料を説明し、差し出すことをいう。

(29)「書面」とは、手書き、印刷等の伝達物をいい、発行年月日を記録し、署名又は

捺印したものを有効とする。緊急を要する場合はテレックス、電信及びファクシミ

リにより伝達できるものとするが、後日有効な書面と差し替えものとする。

(30)「検査」とは、契約図書に基づき、検査職員が地質調査業務の完了を確認するこ

とをいう。

(31)「打合せ」とは、地質調査業務を適正かつ円滑に実施するために管理技術者等を

監督職員が面談により、業務の方針及び条件等の疑義を正すことをいう。

(32)「修補」とは、発注者が請負者の負担に帰すべき理由による不良箇所を発見した

場合に請負者が行うべき訂正、補足その他の措置をいう。

「 」 、 、 。(33) 協力者 とは 請負者が地質調査業務の遂行にあたって 再委託する者をいう

（請負者の義務）

第３条 請負者は、契約の履行に当たって調査等の意図及び目的を十分に理解したうえ

で調査等に適用すべき諸基準に適合し、所定の成果を満足するような技術を十分に発

揮しなければならない。

（業務の着手）

第４条 請負者は、特記仕様書に定めがある場合を除き、契約締結後１５日以内に地質

調査業務に着手しなければならない。この場合において着手とは管理技術者が地質調

査業務実施のため監督職員との打合せ、又は現地踏査を開始することをいう。

（設計図書の支給及び点検）

第５条 請負者から要求があった場合で、監督職員が必要を認めたときは、請負者に図

面の原図を貸与する。ただし、共通仕様書、各種基準、参考図書等市販されているも

のについては、請負者の負担において備えるものとする。

２ 請負者は、設計図書の内容を十分点検し、疑義のある場合は、監督職員に書面によ

り報告し、その指示を受けなければならない。
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３ 監督職員は、必要と認めるときは、請負者に対し、図面等を追加支給するものとす

る。

（監督職員）

第６条 発注者は、地質調査業務における監督職員を定め、請負者に通知するものとす

る。

２ 監督職員は、契約図書に定められた事項の範囲内において、指示、承諾、協議等の

職務を行うものとする。

３ 契約書の規定に基づき、発注者が監督職員に委任した権限は、契約書第９条第２項

に規定した事項である。

４ 監督職員が、その権限を行使するときは、書面により行うこととする。ただし、緊

急を要する場合、監督職員が請負者に対し口頭による指示等を行った場合には、請負

者はその指示等に従うものとし、後日書面により監督職員と請負者の両者が指示内容

を確認するものとする。

（管理技術者）

第７条 請負者は、地質調査業務における管理技術者を定め、発注者に通知するものと

する。

２ 管理技術者は、契約図書等に基づき、業務の技術上の管理を行うものとする。

３ 管理技術者は、地質調査業務の履行にあたり、技術士（総合技術監理部門（業務に

該当する選択科目）又は業務に該当する部門）又はこれと同等の能力と経験を有する

、 （ 「 」 。）技術者 あるいはシビルコンサルティングマネージャー 以下 ＲＣＣＭ という

の資格保有者であり､下記に定める業務経験を有することとし、日本語に堪能（日本

語通訳が確保できれば可）でなければならない。

(1) 技術士（総合技術監理部門（業務に該当する選択科目 ））

(2) 技術士（業務に該当する部門）で平成１２年度以前の試験合格者

(3) 技術士（業務に該当する部門）で平成１３年度以降の試験合格者の場合には、

７年以上の実務経験を有し、かつ業務に該当する部門に４年以上従事している者

(4) ＡＰＥＣエンジニア（業務に該当する部門）の場合には、業務に該当する部門

に４年以上従事している者

(5) ＲＣＣＭ

４ 管理技術者に委任できる権限は、契約書第１０条第２項に規定した事項とする。た

だし、請負者が管理技術者に委任できる権限を制限する場合は発注者に書面をもって

報告しない限り、管理技術者は請負者の一切の権限（契約書第１０条第２項の規定に

より行使できないとされた権限を除く）を有するものとされ、発注者及び監督職員は

管理技術者に対して指示等を行えば足りるものとする。

５ 管理技術者は、監督職員が指示する関連のある地質調査業務等の請負者と十分に協

議の上、相互に協力し、業務を実施しなければならない。

６ 請負者又は管理技術者は、屋外における地質調査業務に際しては使用人等に適宜、

安全対策、環境対策、衛生管理、請負者の行うべき地元関係者に対する応対等の指導

及び教育を行うとともに、地質調査業務が適正に遂行されるように管理及び監督しな

ければならない。

（提出書類）

第８条 請負者は、別に定める様式により、契約後関係書類を監督職員を経て、発注者

に遅滞なく提出しなければならない。

２ 請負者が発注者に提出する書類で様式が定められていないものは、請負者において

様式を定め、提出するものとする。ただし、発注者がその様式を指示した場合は、こ

れに従わなければならない。

３ 請負者は、契約時、変更時及び完了時の各時点において、業務請負代金５００万円

、 （ ） 、以上の業務について 測量調査設計業務実績情報サービス ＴＥＣＲＩＳ に基づき

業務実績情報として「業務カルテ」を作成し監督職員の確認を受けた後に、（財）日

本建設情報総合センターにフロッピーディスク又はオンラインにより提出するととも

に、（財）日本建設情報総合センター発行の「業務カルテ受領書」の写しを監督職員
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に提出しなければならない。なお、請負者が公益法人の場合はこの限りではない。

提出期限は、次の各号のとおりとする。

(1) 受注時登録データの提出期限は、契約締結後１０日以内とする。

(2) 完了時登録データの提出期限は、業務完了後１０日以内とする。

(3) なお、履行中に受注時登録データの内容に変更があった場合は、変更があった日

から１０日以内に変更データを提出しなければならない。

（打合せ等）

第９条 地質調査業務を適正かつ円滑に実施するため、管理技術者と監督職員は常に密

接な連絡をとり、地質調査業務の方針及び条件等の疑義を正すものとし、その内容に

ついて、その都度請負者が打合せ記録簿に記録し、相互に確認しなければならない。

２ 地質調査業務着手時、及び設計図書で定める業務の区切りにおいて、管理技術者と

、 、監督職員は打合せを行うものとし その結果について請負者が打合せ記録簿に記録し

相互に確認しなければならない。

３ 管理技術者は、設計図書に定めのない事項について疑義が生じた場合は、速やかに

監督職員と協議するものとする。

（業務計画書）

第１０条 請負者は、契約後１５日以内に業務計画書を作成し、監督職員に提出しなけ

ればならない。

２ 業務計画書には、契約図書に基づき次の事項を記載するものとする。

(1) 地質調査業務概要

(2) 実施方針（順序・方法）

(3) 工程表

(4) 業務組織計画

(5) 打合せ計画

(6) 成果品の内容、部数

(7) 使用機械の種類・名称・性能

(8) 使用する主な図書・基準

(9) 仮設備計画

(10)連絡体制（緊急時を含む）

(11)その他必要事項

３ 請負者は、業務計画書の内容を変更する場合は、理由を明確にしたうえ、その都度

監督職員に変更業務計画書を提出しなければならない。

４ 監督職員が指示した事項については、請負者はさらに詳細な業務計画に係る資料を

提出しなければならない。

５ 仮設備は、設計図書に指定されたものを除き、請負者の責任において行うものとす

る。

（作業の進め方及び調査地点の確認）

第１１条 調査の種類、数量及び調査箇所については特記仕様書（設計図書を含む）に

よるが、調査目的及び調査の進行、現地の状況などに応じて変更することがある。

２ 調査の実施に当たっては、諸法規を遵守し作業の安全と円滑を図ると共に常に監督

職員と密接な連絡をとり、調査目的の達成を図る。監督職員は必要に応じて中間報告

を求めることがある。

３ 調査の各段階の作業が終了するごとに監督職員に報告し、次の作業を進めなければ

ならない。

４ 機械ボーリングは、原則として各孔掘進完了後検層を受けなければならない。

５ 特記仕様書において検査、又は立会を指示された事項については、あらかじめ監督

職員に申し入れて、その指示を受けなければならない。

６ 検査又は検収において、請負者の責に帰する原因により調査目的が十分達成されて

いないと認められて、訂正又は再検査を指示された場合には、請負者の負担において

これに応じなければならない。

７ 調査着手前の確認
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、 。(1) 請負者は業務着手前にその位置を確認し 監督職員の承諾を得なければならない

(2) 請負者は調査地点の標高が必要な場合は、基準となる点について監督職員の承諾

を得なければならない。

８ 地下埋設物の確認 都市部等における調査で地下埋設物（電話線・送電線・ガス管

・上下水道管・その他）が予想される場合は、監督職員に報告し関係機関と協議のう

え現地立会を行い、位置・規模・構造等を確認するものとする。

（資料等の貸与及び返却 ）

第１２条 監督職員は、設計図書に定める図書及びその他関係資料等を請負者に貸与す

るものとする。

２ 請負者は、貸与された図書及び関係資料等の必要がなくなった場合は、ただちに監

督職員に返還するものとする。

３ 請負者は、貸与された図書及びその他関係資料を丁寧に扱い、損傷させてはならな

い。万一、損傷した場合には、請負者の責任と費用負担において修復のうえ、監督職

員が指示した期日までに返却するものとする。

４ 請負者は、設計図書に定める守秘義務が求められる資料については、複写してはな

らない。

（関係官公庁への手続き等）

第１３条 請負者は、地質調査業務の実施に当たっては、発注者が行う関係官公庁等へ

の手続きの際に協力しなければならない。また請負者は、地質調査業務を実施するた

め、関係官公庁等に対する諸手続きが必要な場合は、速やかに行うものとする。

２ 請負者が、関係官公庁等から交渉を受けたときは、遅滞なくその旨を監督職員に報

告し協議するものとする。

（地元関係者との交渉等）

第１４条 契約書第１２条に定める地元関係者への説明、交渉等は、発注者又は監督職

員が行うものとするが、監督職員の指示がある場合は、請負者はこれに協力するもの

とする。これらの交渉に当たり請負者は地元関係者に誠意をもって接しなければなら

ない。

２ 請負者は、屋外で行う地質調査業務の実施に当たっては、地元関係者からの質問、

疑義に関する説明等を求められた場合は、監督職員の承諾を得てから行うものとし、

地元関係者との間に紛争が生じないよう努めなければならない。

３ 請負者は、設計図書の定め、あるいは監督職員の指示により請負者が行うべき地元

関係者への説明、交渉等を行う場合には、交渉等の内容を書面により随時、監督職員

に報告し、指示があればそれに従うものとする。

４ 請負者は、地質調査業務の実施中に請負者が地元協議等を行い、その結果を調査条

件として業務を実施する場合には、設計図書に定めるところにより、地元協議等に立

会するとともに、説明資料及び記録の作成を行うものとする｡

５ 請負者は、前項の地元協議により、既に作成した成果の内容を変更する必要を生じ

た場合には、指示に基づいて変更するものとする。なお、変更に要する履行期間及び

経費は、発注者と協議のうえ定めるものとする。

（土地の立入り等）

第１５条 請負者は、地質調査業務を実施するため第三者の占有に係る土地に立入る場

合は、監督職員及び関係者と十分な協調を保ち、地質調査業務が円滑に進捗するよう

努めなければならない。なお、やむを得ない理由により現地への立入りが不可能とな

った場合には、ただちに監督職員に報告しなければならない。

２ 請負者は、地質調査業務実施のため植物伐採、かき、さく等の除去又は土地若しく

は工作物を一時使用する場合は、あらかじめ監督職員に報告するものとし、報告を受

けた監督職員は当該土地所有者及び占有者の許可を得るものとする。なお、監督職員

の指示がある場合は請負者はこれに協力しなければならない。

３ 請負者は、前項の場合において生じた損失のため必要を生じた経費の負担について

は、設計図書に示す他に、監督職員と協議により定めるものとする｡

４ 請負者は、第三者の占有に係る土地への立入りにあたっては、あらかじめ身分証明
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書交付願を発注者に提出し身分証明書の交付を受け、現地立入りに際しては、これを

常に携帯しなければならない。なお、請負者は、立入作業終了後、１０日以内に身分

証明書を発注者に返却しなければならない。

（成果品の提出）

第１６条 請負者は、地質調査業務が完了したときは、設計図書に含む成果品を業務完

了報告書とともに提出し、検査を受けるものとする。

２ 請負者は、設計図書に定めがある場合、又は監督職員の指示する場合で、同意した

場合は履行期間中においても、成果品の部分引き渡しを行うものとする。

、 、 （ ） 。 、３ 請負者は 成果品において使用する単位は 国際単位系 ＳＩ とする ただし

監督職員の指示がある場合は従来単位と併記するものとする。

４ 成果品は、十分に照合検討し、内容相互間に不統一のないものとしなければならな

い。

５ 成果品には、次の事項を記載する。

(1) 調査担当者名、調査期間、使用機械等

(2) 調査の一般的事項及び概要

(3) 調査、試験の総括と各項目相互の関連及び全体的判定

(4) 調査、試験の項目別説明

(5) 調査目的との関連

(6) 調査箇所及び調査結果を示す図面

(7) 調査経過を示す写真

(8) 資料収集のリスト

６ 写真は、被写体の性質、地点、調査経過が判別できるよう明確に撮影しなければな

らない。また、設計寸法の確認などの場合はスケール等をあて、調査終了後の整理確

認の便になるようにしなければならない。

（関係法令及び条例の遵守）

第１７条 請負者は、地質調査業務の実施にあたっては、関連する関係諸法規及び条例

等を遵守しなければならない。

（検査）

第１８条 請負者は、契約書第３１条第１項の規定に基づき、業務完了報告書を発注者

に提出する際には、契約図書により義務付けられた資料の整備が全て完了し、監督職

員に提出していなければならない。

２ 発注者は、地質調査業務の検査に先立って請負者に対して書面をもって検査日を通

知するものとする。この場合において請負者は、検査に必要な書類及び資料等を整備

するとともに、屋外で行う検査においては、必要な人員及び機材を準備し、提供しな

ければならない。この場合、検査に要する費用は請負者の負担とする。

３ 検査職員は、監督職員及び管理技術者の立会の上、次の各号に掲げる検査を行うも

のとする。

(1) 地質調査業務成果品の検査

(2) 地質調査業務管理状況の検査

地質調査業務の状況について、書類、記録及び写真等により検査を行う｡

（修補）

第１９条 請負者は、修補は速やかに行わなければならない。

２ 検査職員は、修補の必要があると認めた場合には、請負者に対して、期限を定めて

修補を指示することができるものとする。ただし、その指示が請負者の責に帰すべき

ものでない場合は、異議申し立てができるものとする。

３ 検査職員が修補の指示をした場合において、修補の完了の確認は検査職員の指示に

従うものとする。

４ 検査職員が指示した期間内に修補が完了した場合には、発注者は、契約書第３１条

第２項の規定に基づき、検査の結果を請負者に通知するものとする。

（条件変更）

第２０条 監督職員が請負者に対して、地質調査業務内容の変更、又は設計図書の訂正
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（以下「地質調査業務の変更」という ）の指示を行う場合は、書面によるものとす。

る。

２ 請負者は、設計図書に明示されていない履行条件について、予期できない特別な状

態が生じた場合、直ちに書面をもってその旨を監督職員に報告し、その確認を求めな

ければならない。なお 「予期できない特別な状態」とは､次の各号に該当する場合、

をいう。

(1) 第１５条第１項に定める現地への立入りが不可能となった場合

(2) 天災その他の不可抗力による損害

(3) その他発注者と請負者が協議し、当該規定に適合すると判断した場合

（契約変更）

第２１条 発注者は、次の各号に掲げる場合において、地質調査業務の契約変更を行う

ものとする。

(1) 地質調査業務内容の変更により、契約金額に変更が生じる場合

(2) 履行期間の変更を行う場合

(3) 監督職員と請負者が協議し、地質調査業務履行上必要があると認められた場合

(4) 契約書第３０条の規定に基づき、契約金額の変更に代える設計図書の変更を行っ

た場合

２ 発注者が、前項の場合において変更する契約図書は、次の各号に基づき作成するも

のとする。

(1) 第２０条の規定に基づき監督職員が請負者に指示した事項

(2) 地質調査業務の一時中止に伴う増加費用及び履行期間の変更等決定済の事項

(3) その他発注者又は監督職員と請負者との協議で決定された事項

（履行期間の変更）

第２２条 発注者は、請負者に対して地質調査業務の変更の指示を行う場合において、

履行期間変更協議の対象であるか否かを合わせて事前に通知しなければならない。

２ 請負者は、契約書第２２条の規定に基づき、履行期間の延長が必要と判断した場合

には、履行期間の延長理由、必要とする延長日数の算定根拠、変更工程表、その他必

要な資料を発注者に提出しなければならない。

３ 契約書第２３条に基づき、発注者の請求により履行期間を短縮した場合には、請負

者は速やかに工程表を修正し提出しなければならない。

（一時中止）

第２３条 契約書第２０条第１項の規定により、次の各号に該当する場合において、発

注者は請負者に書面をもって通知し、必要と認める期間、地質調査業務の全部又は一

部を一時中止させるものとする。

(1) 第三者の土地への立入り許可が得られない場合

(2) 関連する他の業務等の進捗が遅れたため、地質調査業務の続行を不適当と認めた

場合

(3) 環境問題等の発生により地質調査業務の続行が不適当又は不可能となった場合

(4) 天災等により地質調査業務の対象箇所の状態が変動した場合

(5) 第三者及びその財産、請負者、使用人並びに監督職員の安全確保のため必要があ

ると認めた場合

２ 発注者は、請負者が契約図書に違反し、又は監督職員の指示に従わない場合等、監

督職員が必要と認めた場合には、地質調査業務の全部又は一部の一時中止をさせるこ

とができる。

、 、３ 前２項の場合において 請負者は屋外で行う地質調査業務の現場の保全については

監督職員の指示に従わなければならない。

（発注者の賠償責任）

、 、 。第２４条 発注者は 以下の各号に該当する場合 損害の賠償を行わなければならない

(1) 契約書第２７条に規定する一般的損害、契約書第２８条に規定する第三者に及ぼ

した損害について、発注者の責に帰すべきものとされた場合
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(2) 発注者が契約に違反し、その違反により契約の履行が不可能となった場合

（請負者の賠償責任）

、 、 。第２５条 請負者は 以下の各号に該当する場合 損害の賠償を行わなければならない

(1) 契約書第２７条に規定する一般的損害、契約書第２８条に規定する第三者に及ぼ

した損害について、請負者の責に帰すべきものとされた場合

(2) 契約書第４１条に規定する瑕疵責任に係る損害

(3) 請負者の責により損害が生じた場合

（部分使用）

第２６条 発注者は、次の各号に掲げる場合において契約書第３３条の規定に基づき、

請負者に対して部分使用を請求することができるものとする。

(1) 別途設計業務等の用に供する必要がある場合

(2) その他特に必要と認められた場合

２ 請負者は、部分使用に同意した場合は、部分使用同意書を発注者に提出するものと

する。

（再委託）

第２７条 契約書第７条第1項に規定する「主たる部分」とは、次の各号に掲げるもの

をいい、請負者はこれを再委託することはできない。

(1) 地質調査業務における総合的企画、業務遂行管理、手法の決定及び技術的判断

(2) 解析業務における手法の決定、総合解析及び技術的判断

２ 請負者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、計算処理、トレース、資料整理、模型

製作などの簡易な業務の再委託にあたっては、発注者の承諾を必要としない。

３ 請負者は、第１項及び第２項に規定する業務以外の再委託にあたっては、発注者の

承諾を得なければならない。

４ 請負者は、地質調査業務を再委託に付する場合、書面により協力者との契約関係を

明確にしておくとともに、協力者に対し地質調査業務の実施について適切な指導、管

理のもとに地質調査業務を実施しなければならない。なお、協力者は地域振興整備公

団の指名競争参加資格者である場合は、指名停止期間中であってはならない。

（成果品の使用等）

第２８条 請負者は、契約書第６条第５項の定めに従い、発注者の承諾を得て単独で又

は他の者と共同で、成果品を発表することができる。

２ 請負者は、著作権、特許権その他第三者の権利の対象となっている調査方法等の使

用に関し、設計図書に明示がなく、その費用負担を契約書第８条に基づき発注者に求

める場合には、第三者と補償条件の交渉を行う前に発注者の承諾を受けなければなら

ない。

（守秘義務）

第２９条 請負者は、契約書第１条第５項の規定により、業務の実施過程で知り得た秘

密を第三者に漏らしてはならない。

２ 請負者は、成果品の発表に際しての守秘義務については、第２８条第１項の承諾を

受けた場合はこの限りではない。

（安全等の確保）

第３０条 請負者は、使用人等の雇用条件、賃金の支払い状況、作業環境等を十分に把

握し、適正な労働条件を確保しなければならない。

、 、 、２ 請負者は 屋外で行う地質調査業務に際しては 地質調査業務関係者だけではなく

付近住民、通行者、通行車両等の第三者の安全確保に努めなければならない。

、 、 、 、３ 請負者は 特記仕様書に定めがある場合には所轄警察署 道路管理者 鉄道事業者

河川管理者、労働基準監督署等の関係者及び関係機関と緊密な連絡を取り、地質調査

業務実施中の安全を確保しなければならない。

４ 請負者は、屋外で行う地質調査業務の実施に当たり、事故等が発生しないよう使用

人等に安全教育の徹底を図り、指導、監督に努めなければならない｡

５ 請負者は、屋外で行う地質調査業務の実施にあたっては、安全の確保に努めるとと

もに、労働安全衛生法等関係法令に基づく措置を講じておくものとする。
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６ 請負者は、屋外で行う地質調査業務の実施に当たり、災害予防のため、次の各号に

掲げる事項を厳守しなければならない。

(1) 屋外で行う地質調査業務に伴い伐採した築木等は、現場にて焼却を行わず、監督

職員の指示に従って適正に処分しなければならない。

(2) 請負者は、使用人等の喫煙等の場所を指定し、指定場所以外での火気の使用は禁

止しなければならない。

(3) 請負者は、ガソリン、塗料等の可燃物を使用する必要がある場合には、周辺に火

気の使用を禁止する旨の標示を行い、周辺の整理に努めなければならない。

７ 請負者は、爆発物等の危険物を使用する必要がある場合には、関係法令を遵守する

とともに、関係官公署の指導に従い、必要な措置を講じなければならない。

、 、 、 、 、 、８ 請負者は 屋外で行う地質調査業務の実施にあたっては 豪雨 豪雪 出水 地震

落雷等の自然災害に対して、常に被害を最小限に食い止めるための防災体制を確立し

ておかなければならない。災害発生時においては第三者及び使用人等の安全確保に努

めなければならない。

９ 請負者は、屋外で行う地質調査業務実施中に事故等が発生した場合は、直ちに監督

職員に報告するとともに、監督職員が指示する様式により事故報告書を速やかに監督

職員に提出し、監督職員から指示がある場合にはその指示に従わなければならない。

第２章 事前調査

（目的及び内容）

第３１条 事前調査は、地質調査業務の準備として行うもので、本調査・試験業務に先

立ち、業務目的に応じた資料収集、現地踏査等を行い、以後の調査計画の策定や解析

検討に資することを目的とする。

（資料収集）

第３２条 収集すべき既存資料の範囲、内容及び整理方法は、設計図書によるほか、調

査の目的及び内容を十分把握のうえ、以後の調査計画の策定、手法の決定及び技術的

判断に資する資料を検討し、収集を行うものとする。

（写真判読）

第３３条 写真判読を行う場合には、次の各項による。

(1) 写真判読は、空中写真の実体視又は単写真、モザイク写真の観察等により行う。

、 、 、 、 、 、 、(2) 判読は 写真の色調 植生 水系模様 谷密度 山稜の形態と方向性 斜面形態

綿状構造等に注目し、それらと資料その他とを照合して次の事項について行う。

(ｱ) 岩石及び地層の分類

(ｲ) 断層、褶曲等の地質構造及びその他の地質的弱線の位置と規模

(ｳ) 浸食状況とそれに対する岩石及び地層の性状

(ｴ) 新期堆積物の分布及びその岩質又は相対的粒度

(ｵ) 崩壊、地すべり等の分布、規模及び性状

(ｶ) 地下水、地表水の有無、量及び流動経路

(ｷ) 土壌、風化物等の厚さとその状態

(ｸ) 土木構造物、建築物と周辺地域との相互関係

(ｹ) その他、調査目的上必要と思われる事項

以上のほか、現地踏査において特に注意すべき事項や踏査ルートと露頭の位置等に

ついても検討する。

（現地踏査）

第３４条 現地踏査は、次の事項に注意して観察計測を行い、地形及び地質状況を把握

する。

(1) 岩石の種類及び岩質

(2) 地層の走向傾斜

(3) 岩脈の入り方、厚さ及び走向傾斜

(4) 火成岩の接触状況

(5) 断層、節理、亀裂等の規模、頻度、状態及び走向傾斜

(6) 岩石の風化、変質及び葡行の状態
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(7) 各種未固結堆積物の組成と推定厚さ、ことに軟弱層の分布と状態

(8) 崩壊及び地すべりの規模と荒廃状況

(9) 膨張性岩石の有無

(10)工事材料の採取の可能性

(11)既存道路、鉄道その他法面の安定及び災害状況

(12)道路、鉄道等の構造物の特徴

(13)地下水の概況

(14)その他、調査目的に必要と思われる事項

２ 現地踏査は目的とする地質図の縮尺より大縮尺の地形図を使用して行うことを原則

とする。ただし、調査範囲の状況、大縮尺の地形図が得られない場合はこの限りでは

ない。

（結果の整理）

第３５条 事前調査の結果は、地質図、地質断面図等に整理する。図面の縮尺及び断面

図作成の位置は、設計図書又は監督職員の指示による。

２ ルートマップは、できるだけ見やすく整理しておく。

３ 地質標本類等は整理し、標本箱に収める。

第３章 地表地質調査

（目的及び適用範囲）

第３６条 地表地質調査は、地質に関する既存資料の収集及び地形図をもとに現地の露

頭の性状、地質構造等に関する地表調査を行い、調査対象区域の地質の構成、構造、

安定性等を地質工学的見地から解析することを目的とする。

２ 適用範囲はダム調査に係る地表地質調査を除くものとする。

（調査等）

第３７条 調査は、概査及び精査とする。

(1) 概査とは、既存資料の収集および現地踏査と空中写真の判読を主体として地質構

造・岩石の分布等の概略を調査解析し、以後の調査計画の策定もしくは概略設計に

必要な資料を得るものとする。

尚、作成する地質平面図の縮尺は、1/2,500～1/5,000程度とする。

(2) 精査とは、概査に基づいてさらに詳細な調査解析を行い、工事の施工もしくは計

画の決定に直接関連する事項に関する総合的な資料を得るものとする。

尚、作成する地質平面図の縮尺は1/500程度とする。

２ 調査の内容等 調査地域内を踏査して、踏査経路・露頭地点・野帳記載地点及

び試料採取地点等を地形図に記入したルートマップを作成するものとする。

調査項目は、地形地質の種類・地質構造・地質時代・岩の硬さ・割れ目・風化・変

質・破砕帯・地すべり及び崩壊・鉱山及び古洞・温泉・地下水及び湧水等とする。

３ 地質標本 調査地域の代表的な地質標本を採取し、地質名・位置・採取年月日その

他の必要事項を記入するものとする。

４ 地質平面及び断面図の作成

(1) 調査の進展に合わせて、ルートマップ・現場野帳をもとに必要事項を地形図に転

記し、地質平面図を作成するものとする。

(2) 地質境界線及び地質構造を推定する場合は、既存の資料等を十分に検討のうえ、

適正な推定を行わなければならない。

(3) 地質断面図は、原則として縦横比が１：１のものとする。

(4) 地質断面図の位置・方向・深さは監督職員の承諾を受けて決定し、地質平面図上

に明示するものとする。

（成果品）

第３８条 成果品は、次のものを提出するものとする。

(1) 調査報告書

(2) 地質平面図

(3) 地質断面図

(4) 地質標本
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(5) 原稿・原図・写真ネガ・ルートマップ一式

２ 調査報告書には下記の事項について記載することを標準とする。

(1) 位置 行政区分及び地理的位置

(2) 地形 地質と関係深い地形

(3) 地質概論 地質の概要及び特徴

(4) 地質各論 岩石の区分に従って各岩体の地質学的性質及び岩体相互の関係

(5) 応用地質 道路・地すべり等調査目的の明示されているものについては、設計施

工上の問題点の考察結果

(6) 写真

(7) 資料及び参考文献

(8) 要約

第４章 物理探査・検層

（目的及び内容）

第３９条 物理探査・検層は、屈折法による弾性波探査、比抵抗法による電気探査（垂

直探査）及び二次元比抵抗探査、電気検層、弾性波速度検層（ＰＳ検層）並びに常時

微動測定とし、調査種目及び内容は特記による。

２ 物理探査は、地層の成層状態とその性質、表土、崖錐又は風化層等の厚さと性質、

基盤の性質と表面の形態、破砕帯の位置と規模、地下水の存在等を知ることを目的と

する。

３ 電気検層は、より精度の高い柱状図を得ること及び地層の性質を確認することを目

的とする。

４ 弾性波速度検層は、Ｐ波とＳ波の伝播速度及び各地層の動弾性定数を算定し、地震

防災対策、地盤の物性評価を目的とする。

５ 常時微動測定は地盤の周波数特性から地盤種別の判定等を行い、地震防災対策に供

することを目的とする。

第１節 弾性波探査

（目的及び適用範囲）

第４０条 弾性波探査は、人工震源によって生じた地盤の弾性波伝播速度を測定し、地

層の物理性を把握すると同時に断層破砕帯や基盤深度等の地下構造を調査することを

目的とする。

２ 適用範囲はダム調査に係る物理探査を除くものとする。

（調査方法）

第４１条 調査方法は、屈折法とする。

２ 測線の配置は、現地の状況に応じて、調査目的に支障を与えない範囲で、監督職員

の承諾を得て変更することができる。

３ 原則として測定間隔は５ｍあるいは10ｍ、起振点間隔は20ｍ～70ｍとし、往復

観測を行う。

４ 測定に先立ち受振器の位置を決定するための測量を行うものとする。

５ 隣接した２点以上の測点で欠測した場合は、再測定を行うものとする。

６ 測線の両端および測線の交点には、4.5cm角程度の木杭をもって、その他の測点に

ついては幅4.5cm、厚さ0.9cmの木杭によって位置を明示する。

（保安管理）

第４２条 火薬使用の手続きは請負者において行い、保管、使用に当たっては関係法規

を厳守し、危害及び盗難の防止に努めるものとする。

２ 発破に当たっては、防護設備を施すとともに赤旗、立札、その他の標示により注意

を喚起するほか、監視員を配置し、人畜・施設・農作物等に危害を及ぼさないように

万全の注意を払わなければならない。

、 。３ 調査終了後 発破孔及び発破孔付近の地物は速やかに現状復旧しなければならない

（成果品）

第４３条 成果品は、次のものを提出するものとする。

(1) 調査報告書
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(2) 測線配置図

(3) 岩盤等高線図（作成可能な場合のみ）

(4) 走時曲線図

(5) 解析断面図

(6) 測定記録一式

第２節 電気探査（垂直探査）

（調査方法）

第４４条 調査方法は、電位法（比抵抗法）による。

２ 測点の配置及び探査深度は設計図書によるが、現地の状況や調査の結果必要と認め

た場合は、調査目的に支障を与えない範囲で、監督職員の承諾を得て変更することが

できる。

３ 電極配置は原則としてウェンナー４極配置とし、電極間隔は対数的拡大とする。

４ 最大電極間隔（探査測線長）は、探査深度を考慮し適切に配置する。

５ 電極棒の設置に際しては、押入の深さ、地表面の地質状態、障害物等を十分考慮の

上設置しなければならない。

６ 測定は、測定値を比抵抗－電極間隔曲線（ρ－ａ曲線）にプロットしながら行い、

値が不連続的に変化した場合や異常値と思われる場合は、その原因を確かめ再測定を

行わなければならない。

（成果品）

第４５条 成果品は、次のものを提出するものとする。

(1) 調査報告書

(2) 測線配置図

(3) 比抵抗柱状図（測点毎のρ－ａ曲線解析図）

(4) 地質断面図

(5) 測定記録表

第３節 電気検層

（調査方法）

第４６条 調査方法は、地盤工学会基準「地盤の電気検層方法」(ＪＧＳ1121)による｡

２ 検層は、ケーシング挿入部分及び電極間隔による測定不能部分を除いて行うが、引

き抜き可能なケーシング挿入部分については原則として測定を行うものとする。

３ 検層は、比抵抗と自然電位について行う。比抵抗の測定は、原則としてノルマル検

層により行い、電極間隔は25cm、50cm及び１ｍの３種類とする。

４ 測定に先立ち、ボーリング孔内を洗浄し残さ（細粒分等）を除去した後、孔内水の

比抵抗値及び温度を測定するものとする。

５ 測定は、連続的に行うものとする。監督職員の指示等により測定を連続で行わない

場合については、測定間隔を50cm以上空けてはならない。

６ 測定中は、ゾンデ（プローブ）が常にボーリング孔の中心に位置する様にしなけれ

ばならない。

７ ボーリング孔壁の崩壊等により測定不能となったときは、監督職員の指示を受ける

ものとする。

（成果品）

第４７条 成果品は、次のものを提出するものとする。

(1) 調査報告書（主たる調査の調査報告書に含める）

(2) 比抵抗曲線図（ボーリング柱状図に併記）

(3) 測定記録一式

第４節 弾性波速度検層（ＰＳ検層）

（調査方法）

第４８条 調査方法は、地盤工学会基準「地盤の弾性波速度検層方法」(ＪＧＳ1122)に

よる。

２ 検層方法（ダウンホール方式又は孔内起振受振方式）は、設計図書又は監督職員の

指示による。
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３ 測定間隔は、土質地盤を対象とする場合は１ｍを標準とするが、設計図書又は監督

職員の指示がある場合はこの限りではない。

４ 検層は、ケーシング挿入部分及び地下水位による測定不能部分を除いて行うが、引

き抜き可能なケーシング挿入部分については原則として測定を行うものとする。

５ 測定は、周辺の車両等の振動による直接的なノイズを避けて行う。

６ ボーリング孔壁の崩壊等により測定不能となったときは、監督職員の指示を受ける

ものとする。

（保安管理）

第４９条 火薬使用の手続きは請負者において行い、保管、使用に当たっては関係法規

を厳守し、危害及び盗難の防止に努めるものとする。

２ 発破に当たっては、防護設備を施すとともに赤旗、立札、その他の標示により注意

を喚起するほか、監視員を配置し、人畜・施設・農作物等に危害を及ぼさないように

万全の注意を払わなければならない。

、 。３ 調査終了後 発破孔及び発破孔付近の地物は速やかに現状復旧しなければならない

（成果品）

第５０条 成果品は、次のものを提出するものとする。

(1) 調査報告書（主たる調査の調査報告書に含める）

(2) 測点配置図

(3) 走時曲線図

(4) 解析断面図（ボーリング柱状図に併記）

(5) 測定記録一式

第５節 常時微動測定

（調査方法）

第５１条 測定に用いる孔径は、86mm以上とする。

２ 測定装置は、次による。

(1) 測定装置は、換振器、増幅器及び記録器からなり、使用する装置類の全体として

の感度及び周波数特性が測定に適したもので、あらかじめ監督職員の承諾を受けた

ものとする。

(2) 換振器は、水平２成分、上下１成分の測定ができるものとする。

３ 測定方法は、特記によるほか次による。

(1) 換振器は、地盤と一体となって動くように固定する。特に軟弱地盤上で調査を実

施する際には、直接換振器を地盤上に設置してはならない。

(2) 地中を測定する場合は、地表と同時測定とする。

、 、(3) 換振器からの出力波形は 波形モニターを用いて収録した波形のチェックを行い

良好な記録を得るようにする。

(4) 測定は、交通機関及び工場等の機械等の直接的な振動の影響を避けて行うものと

、 。し 測定時間は解析処理に必要かつ十分な測定データを確保できるように設定する

、 。(5) 測定記録は 連続した１分以上の直接的ノイズの影響のない安定したものとする

(6) 各スペクトル解析の解析時間は30秒以上とし、サンプリング間隔は、0.02秒以下

かつ想定される卓越周期の1/5以下とする。

（成果品）

第５２条 成果品は、次のものを提出するものとする。

(1) 調査報告書（主たる調査の調査報告書に含める）

(2) 測点配置図

(3) パワースペクトル又はフーリエスペクトル及びスペクトル比

(4) 測定記録一式

第５章 土質調査

第１節 共通事項

（調査の目的）

第５３条 土質調査は土及び基礎地盤の工学的性質を把握し工事の設計施工に資するこ
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とを目的とする。

（一般的事項）

第５４条 調査範囲・数量・試験項目は、設計図書に示すものとする。

２ 土質の状況に応じ位置・試験個数・試験方法等を変更する必要が生じた場合は、す

みやかに監督職員に報告しその指示によるものとする。

３ 土の分類は、地盤工学会基準「地盤材料の工学的分類方法（日本統一分類法 」(Ｊ）

ＧＳ0051)による。

４ 各調査は、ＪＩＳ規格・地盤工学会基準に定められた方法により実施するものとす

、 。 、 、るが これに依らない場合は設計図書によるものとする なお 同一調査項目に対し

ＪＩＳ規格・地盤工学会基準の双方が存在するものは、監督職員の指示によるものと

する。

第２節 オーガーボーリング

（目的）

第５５条 オーガーボーリングは、比較的浅い土の地盤で連続的で代表的な試料を採取

して地盤の成層状態や土質の分類を行い、かつ地下水位を確認するために行うことを

目的とする。

（調査等）

第５６条 掘削はハンドオーガータイプによることを原則とするが、機械使用の場合は

掘削深度に応じたものを用いるものとする。

２ ボーリング位置、深さ

(1) ボーリングの位置、深さ、口径及び数量については設計図書によるものとする。

(2) 現地におけるボーリング位置の決定は、原則として監督職員の立会のうえ行うも

のとする。

３ 掘進

(1) 掘進は、土質に応じたオーガーを用いるものとする。

(2) 掘進中地下水の浸出があったときは、その水位を記入するものとする｡

（成果品）

第５７条 成果品は、次のものを提出するものとする。

(1) 調査位置案内図・調査位置平面図・土質又は地質断面図（着色を含む ・その他）

各種図面類

(2) 作業時の記録及び観察によって得た事項は、オーガーボーリング柱状図に整理し

報告するものとする。

(3) 採取した試料のうち、各地層を代表するものの一部を試料ビンに入れ標本箱に収

め提出するものとする。

第３節 機械ボーリング

（目的）

第５８条 機械ボーリングは、主として土質及び岩盤を調査し地質構造や、地下水位を

確認するとともに試料を採取し、あわせて現位置試験を実施するために行うことを目

的とする。

（調査等）

第５９条 ボーリング機械は、ロータリー式ボーリング機械を使用するものとし、所定

の方向、深度に対して十分余裕のある能力をもつものでなければならない｡

２ ボーリング位置及び深度数量

(1) ボーリングの位置・方向・深度・口径及び数量については設計図書によるものと

する。

(2) 現地におけるボーリング位置の決定は、原則として監督職員の立会のうえ行うも

のとし、後日調査位置の確認ができるようにしなければならない。

(3) ボーリングに先立ち、位置・標高を決定するための測量を行うものとする。

(4) 孔径は、原則66mm以上とする。サンプリングや原位置試験等を並行あるいは後続

して行う場合は、調査に支障のないように孔径を定めるものとする。

３ 仮設 足場、やぐら等は作業の完了まで機械を安定に保ち、かつ試験器具類を正し
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く孔の中央に入れ得るよう十分堅固なものでなければならない。

４ 掘進

(1) 掘削は、原則として地下水を確認するまで無水掘りとする。掘進の途中で湧水又

は逸水を認めた場合は、正確にその深度を測定し、記録するものとする。

(2) 孔口はケーシングパイプ又はドライブパイプで保護するものとする。

(3) 崩壊性の地層に遭遇して掘進が不可能になる恐れのある場合は、泥水の使用、も

しくはケーシングパイプの挿入により孔壁の崩壊を防止しなければならない。

(4) 孔底や孔壁は乱さないように掘進するものとし、原位置試験、サンプリングを行

う場合は、それに先立ち孔底のスライムをよく排除するものとする。

(5) 掘進中は、掘進速度、給進荷重、ポンプ圧力、湧排水量、掘削流体の色、スライ

ムの状態、貝殻等の異物の混入に絶えず注意し、これらの変化は深度とともに直ち

に記録する。薄層等については見落とすことのないよう特に注意しなければならな

い。

(6) 未固結土でコアボーリングを行う場合には、土質に応じたサンプラーを用い、採

取率を高めるように努めなければならない。

(7) 孔内水位は、毎作業日、作業開始前に観測し、観測日時を明らかにしておかなけ

ればならない。

(8) 岩盤及びこれに準ずるもののコア採取を直接の目的とする場合は、次の事項に注

意して作業を行わなければならない。

(ｱ) 原則としてダブルコアチューブ(バーレル)を用いるものとし、コアチューブの

種類は岩質に応じて適宜使い分けるものとする。

(ｲ) 掘進継続中は、事故防止のためやむを得ない場合を除き、ロッドの昇降又は給

進荷重の大幅な変化を繰り返してコアを破損させてはならない。

(ｳ) コア詰まりを生じたときは、直ちにコアチューブを引き上げる。

(9) コアチューブはコアの採取毎に水洗いして、残さを完全に除去しなければならな

い。

(10)掘進中は孔曲がりのないように留意し、岩質、割れ目、断層破砕帯、湧水、逸水

等に十分注意しなければならない。

５ 検尺

(1) 予定深度の掘進を完了する以前に調査の目的を達した場合、又は予定深度の掘進

を完了しても調査の目的を達しない場合は、監督職員と協議するものとする。

(2) ボーリング延長の検測は、調査目的を終了後、原則として監督職員立会のうえ、

ロッドを挿入して行うものとする。

（成果品）

第６０条 成果品は、次のものを提出するものとする。

(1) 調査位置案内図・調査位置平面図・土質又は地質断面図（着色を含む）・その他

各種図面類

(2) 作業時の記録及びコアの観察によって得た事項は、ボーリング柱状図に整理し提

出するものとする。

(3) 採取したコアは標本箱に収納し、調査件名・孔番号・深度等を記入し､提出しな

ければならない。尚、未固結の試料は１ｍ毎又は各土質毎に標本ビンに密封して収

納するものとする。

(4) コア写真は調査件名、孔番号、深度等を明示して撮影（カラー）し、整理するも

のとする。

第４節 サンプリング

（目的）

第６１条 本節は室内試験に供する試料（乱さない試料）を、原位置における性状を変

えることなく採取することを目的とする。なお、乱した試料の採取については次節の

標準貫入試験用サンプラー等により採取するものとする。

（採取方法）

第６２条 ボーリング孔内から乱さない試料を採取するための方法は、原則として、次
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に示す地盤工学会基準によるものとし、設計図書において定める。ただし、これに適

合しない場合は、監督職員の承諾を得るものとする。

(1) 「固定ピストン式シンウォールサンプラーによる土の乱さない試料の採取方法」

(ＪＧＳ1221)は、Ｎ値４以下の軟弱な粘性土に適用する。

(2) 「ロータリー二重管サンプラー（旧称：デニソン型サンプラー）による土の乱さ

ない試料の採取方法」(ＪＧＳ1222)は、Ｎ値４を超え、20以下の硬質な粘性土に適

用する。

(3) 「ロータリー三重管サンプラーによる土の乱さない試料の採取方法」(ＪＧＳ122

3)は、砂質土に適用する。なお、監督職員の承諾があれば、Ｎ値４を超える粘性土

に適用することができる。

２ ブロックサンプリングは、地盤工学会基準「ブロックサンプリングによる土の乱さ

ない試料の採取」(ＪＧＳ1231)によるものとする。

３ 試料の採取位置、深度、土質等は設計図書による。

（採取試料の取扱い）

第６３条 採取した試料は、サンプリングチューブまたはライナーを取り外した状態で

以下の記録（サンプリング記録）を行う。ただし、試料の性状変化がないように速や

かに完了するものとする。

(1) 採取された試料長を測定し、採取長として記録する。

(2) スライムがある場合は、これを取り除き再度試料長を測定し、これを記録する。

(3) チューブまたはライナー内の試料の両端を少量とって観察し、土質の名称や色調

などを記録する。

２ サンプリング記録完了後の試料は、含水比変化、空気接触による酸化・変質、流動

化を防止するため、確実にシールするものとする。なお、シールは原則、パラフィン

を用いるものとするが、試料の土質、状況により、監督職員の承諾を得てメカニカル

シール又は現場凍結を用いてもよい。

３ シール後の試料は、できるだけ速やかに恒温設備の整った試験室に運搬、保管する

ものとする。ただし、現場で一時的に保管しなければならない場合は、ボーリング機

器等の振動が伝わる場所、直射日光のあたる場所、高温の場所、試料の凍結が予測さ

れる場所等を避けて保管しなければならない。

４ 試料の運搬時には、試料に著しい衝撃や温度変化を与えないようにラバーマット等

のクッション材を用いた輸送箱を用いるものとする。

（成果品）

第６４条 成果品は、地盤工学会報告用紙「サンプリングの記録」に準じて提出する｡

第５節 標準貫入試験

（目的）

、 、 、第６５条 標準貫入試験は 原位置における土の硬軟や 締り具合の相対値を知ること

及び室内試験に供する試料（乱した試料）の採取を目的とする。

（試験方法）

第６６条 試験方法及び器具は、日本工業規格「土の標準貫入試験方法」(ＪＩＳ Ａ

１２１９)によるものとする。

、 、 。 、 、２ 試験の開始深度 間隔は 設計図書によるものとする なお 特に指定のない限り

試験間隔は１ｍとする。

３ ハンマーの落下方法は、原則としてトンビ法とするが、監督職員が承諾した場合は

コーンプーリー法とすることができる。

４ １回あたりの本打ち打撃回数は、設計図書又は監督職員の指示がない場合は、50回

を限度とすることができる。

５ 打込完了後、ロッドは１回転してからサンプラーを静かにひきあげなければならな

い。

６ サンプラーの内容物は、スライムの有無を確認して採取長さを測定し、土質・色調

・状態・混入物等を記録したあと、保存しなければならない。

７ 乱した試料採取を目的としている場合には、試料の利用目的に応じた適切な取扱い
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を行わなければならない。

（成果品）

第６７条 試験結果及び保存用試料は、ＪＩＳ Ａ １２１９に準拠して柱状図に整理

し、本打ちの開始及び終了深さ、打撃回数と累計貫入量、Ｎ値曲線などの土質観察事

項を記入する。

第６節 スウェーデン式サウンディング試験

（目的）

第６８条 スウェーデン式サウンディング試験は、比較的浅い原位置地盤における土の

静的貫入抵抗を測定し、その硬軟もしくは締り具合又は土層の構成を判定することを

目的とする。

（試験方法）

第６９条 試験方法及び器具は、日本工業規格「スウェーデン式サウンディング試験方

法」(ＪＩＳ Ａ １２２１)によるものとする。

２ 試験中、スクリューポイントの抵抗と貫入中の摩擦音等により土質を推定し、可能

な場合は土質名とその深度を記録するものとする。

３ 試験終了後、地下水が認められる場合は、可能な限り水位を測定し記録しなければ

ならない。

（成果品）

第７０条 成果品は、次のものを提出するものとする。

(1) 試験位置案内図・調査位置平面図・土質又は地質断面図（着色を含む）・その他

各種図面類

(2) 調査結果は、地盤工学会記録用紙、報告書用紙のＪＩＳ Ａ １２２１に準拠して

。 、 、 。整理し提出するものとする なお 推定柱状図を作成した場合は これも提出する

第７節 原位置ベーンせん断試験

（目的）

第７１条 原位置ベーンせん断試験（ベーンテスト）は、原位置で軟弱な粘性土地盤の

ベーンせん断強さを求めることを目的とする。

（試験方法）

第７２条 試験方法及び器具は、地盤工学会基準「原位置ベーンせん断試験方法」(Ｊ

ＧＳ1411)によるものとする。ただし、繊維質の多い泥炭では、本基準によることは

できない。

２ ボアホール式の場合には、ベーンの挿入前にボーリング孔の清掃を行う。

３ ボアホール式の場合には、ベーン押込み長はベーンの上端が孔底からボーリング孔

径の５倍程度とするが、ボーリング掘進時の孔底以深の乱れを考慮し、最低50cmを下

回ってはならない。

４ 乱さない土の測定に当たっては、ベーンの回転速度を基準通り保ちながら回転させ

なければならない。

５ ボアホール式の場合には、ボーリング孔壁が崩壊する可能性が高い軟弱な地盤では

ケーシングを用いなければならない。なお、孔壁が崩壊した場合には監督職員の指示

によるものとする。

（成果品）

第７３条 成果品は、次のものを提出するものとする。

(1) 試験位置案内図・調査位置平面図

(2) 分析資料、測定資料一式

第８節 オランダ式二重管コーン貫入試験

（目的）

第７４条 オランダ式二重管コーン貫入試験は、原位置における土の静的貫入抵抗を測

定し、土層の硬軟、締り具合又はその地盤構成を推定するほか、支持層の分布、杭の

施工性と支持力等を得ることを目的とする。

（試験方法）

、 「 」第７５条 試験方法及び器具は 日本工業規格 オランダ式二重管コーン貫入試験方法
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(ＪＩＳ Ａ １２２０)によるものとする。

２ 圧入装置の据付けは、測点上に鉛直に設置するとともに、測定中も常に鉛直性を保

持しなければならない。

３ 貫入先端は試験に先立ち分解清掃を行い、内面の摩擦を生じないように整備してお

かなければならない。また、外管・内管は曲がりがないことを確認し、自由に滑動す

ることを確認しておくものとする。

４ 先端抵抗測定中及び外管圧入中に貫入抵抗が著しく変化する場合には、その貫入抵

抗の変化、深度を記録するものとする。

（成果品）

第７６条 成果品は次のものを提出するものとする。

(1) 試験位置案内図・試験位置平面図

(2) 試験結果は、地盤工学会記録用紙、報告用紙のＪＩＳ Ａ １２２０に準拠して

整理し提出するものとする。なお、推定柱状図を作成した場合はこれも提出する。

第９節 ポータブルコーン貫入試験

（目的）

第７７条 ポータブルコーン貫入試験は、浅い軟弱地盤において人力により原位置にお

ける土の静的貫入抵抗を測定し、土層の硬軟、締り具合、建設機械のトラフィカビリ

ティ等を判定することを目的とする。

（試験方法）

第７８条 試験方法及び器具は 地盤工学会基準 ポータブルコーン貫入試験方法 (Ｊ、 「 」

ＧＳ1431)の単管式を標準とするが、調査目的を達するに試験深度が３ｍ以上とされ

る場合は、監督職員と協議し二重管式を用いるものとする。

２ 試験は２人以上で行うものとする。

３ 測定中は常にロッドの鉛直性を保持しなければならない。

４ 予定深度に達しない場合で貫入が不可能となった場合は、位置を変えて再度試験を

行うものとする。

（成果品）

第７９条 成果品は、次のものを提出するものとする。

(1) 試験位置案内図・試験位置平面図

(2) 試験結果は、地盤工学会記録用紙・報告用紙の「ポータブルコーン貫入試験」に

準拠して整理し提出するものとする。なお、推定柱状図を作成した場合はこれも提

出する。

第１０節 電気式静的コーン貫入試験

（目的）

第８０条 電気式静的コーン貫入試験は、粘性土及び砂質土地盤を対象とし、原位置に

おける土の静的貫入抵抗と間隙水圧を電気的に測定し、地盤の土層区分や強さなどの

地盤定数を推定することを目的とする。

（試験方法）

第８１条 試験方法及び器具は 地盤工学会基準 電気式静的コーン貫入試験方法 (Ｊ、 「 」

ＧＳ1435)によるものとする。

２ 試験に先立ち、フィルターの脱気、間隙の飽和を完全に行わなければならない。

３ 圧入装置の据付けは、測点上に鉛直に設置するとともに、測定中も常に鉛直性を保

持しなければならない。

（成果品）

第８２条 成果品は、次のものを提出するものとする。

(1) 試験位置案内図・試験位置平面図

(2) 地盤工学会基準と部分的に異なる方法を用いた場合は、その内容

(3) 先端抵抗及び間隙水圧の深さ分布図

(4) 測定記録一式（推定柱状図を作成した場合はこれも提出する ）。

第１１節 現場透水試験

（目的）
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第８３条 現場透水試験は、単一のボーリング孔を利用して、ボーリング孔近傍の地盤

の透水係数を求めることを目的とする。

（試験方法）

第８４条 試験方法及び器具は、地盤工学会基準「ボーリング孔を利用した透水試験方

法」(ＪＧＳ1314)によるものとする。

２ 試験に先立ち、地盤工学会基準「ボーリング孔を利用した砂質地盤の地下水位測定

方法」(ＪＧＳ1311)に準じて、試験孔の削孔・遮水を行うものとする。また、孔壁と

測定パイプ間の空隙の有無、孔壁及び孔底の十分な洗浄及び遮水を確認しなければな

らない。

３ 試験は、ピエゾメーター法（非定常法／回復法・注水法）を標準とするが､試験区

間の形状により、監督職員との協議により他の方法によることができる。

４ ボイリングによる孔壁崩壊のため、必要に応じ、二重管による孔壁保護、測定パイ

プのスクリーン加工、防護フィルターの設置等の対策を施すものとする。

５ 高透水性地盤において、地盤工学会基準が適用できない場合には、監督職員と協議

し、その指示によるものとする。

（成果品）

第８５条 成果品は、次のものを提出するものとする。

(1) 試験位置案内図・試験位置平面図

(2) 試験孔・装置詳細図

(3) 試験方法、透水係数の算出方法

(4) 地盤工学会記録用紙・報告用紙の「ボーリング孔を利用した透水試験方法」に準

拠して整理し提出するものとする。

第１２節 揚水試験

（目的）

第８６条 揚水試験は、被圧した地下水をもつ砂質地盤および礫質地盤を対象とし、帯

水層の透水量係数又は透水係数および貯留係数を求めることを目的とする｡

（試験方法）

第８７条 試験方法及び器具は、地盤工学会基準「揚水試験方法」(ＪＧＳ1315)による

ものとする。

２ 試験に使用する機械器具・設備の種別・規格及び揚水井構造、揚水井・観測井の配

置、試験方法は、試験に先立ち監督職員の承諾を得なければならない。

３ 揚水孔及び観測孔の削孔は、原則としてロータリー式ボーリング機械を使用するも

のとし、孔径はスクリーン付きパイプの外径、フィルター厚等を考慮して選定するも

のとする。

４ 揚水井の削孔に先立ち、観測井のうち少なくとも１本を削孔し、揚水井削孔及び試

。 、 、験方法等の再検討の資料とするものとする なお 試験方法の再検討を行った場合は

監督職員と協議を行うものとする。

５ 削孔は原則として清水掘りとするが、孔壁保護等により泥水を使用する場合には事

前に監督職員の承諾を得るものとする。

６ 揚水ポンプは、容量や揚程に余裕のあるものを選定し、揚水停止後に井戸水位を測

定する回復試験時に水が逆流しない様に逆止弁を必ず設置するものとする。

７ 試験位置における水理・地盤条件がほぼ同一であるにもかかわらず解析結果にばら

つきが見られる場合には、その原因を解明し、再試験を行うものとする。

（成果品）

第８８条 成果品は、次のものを提出するものとする。

(1) 試験位置案内図・試験位置平面図

(2) 揚水井・観測井配置平面図

(3) 揚水井構造詳細図

(4) 試験方法、観測結果一式、解析手法・過程等

第１３節 間隙水圧測定

（目的）
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第８９条 間隙水圧測定は、盛土や構造物の沈下、安定性、地すべり対策、掘削時排水

等を検討するために、原位置にてボーリング孔を利用し、電気式間隙水圧計を用いて

間隙水圧を求めることを目的とする。

（測定方法）

第９０条 測定方法及び器具は、地盤工学会基準「ボーリング孔を利用した電気式間隙

水圧計による間隙水圧の測定方法」(ＪＧＳ1313)によるものとする。

２ 測定孔の削孔は孔径66mm以上のロータリー式ボーリング機械を原則とするが、測定

位置が浅い場合にはオーガーボーリングによるものとする。

３ 電気式間隙水圧計のケーブルは、ケーブル途中のジョイントは可能な限り避け、本

体から指示計に直結させるものとする。また、測定器具の絶縁性を十分に確保すると

共に必要であれば、防護設備を設置するものとする。

４ 電気式間隙水圧計は、想定される間隙水圧の大きさに合わせて適切なものを選択す

るものとする。なお、押し込む方法の場合には、押し込み時の過剰間隙水圧が容量を

超えないよう十分注意するものとする。

５ 電気式間隙水圧計の計器本体を回収しない場合には、監督職員の承諾を得るものと

する。

６ 指示計は、間隙水圧計の電気変換方式に応じたものを使用するものとし、接続時に

正常に作動していることを確認しなければならない。

７ 測定孔は、清水により孔底のスライム及び掘削泥水を完全に除去しなければならな

い。

（成果品）

第９１条 成果品は、次のものを提出するものとする。

(1) 測定位置案内図・測定位置平面図

(2) 間隙水圧・時間曲線図

(3) 地盤工学会基準と部分的に異なる方法を用いた場合にその内容

(4) 試験方法、測定結果一式等

第１４節 孔内水平載荷試験

（目的）

第９２条 孔内水平載荷試験は、ボーリング孔内において孔壁を加圧することにより､

地盤の強度特性（変形係数、降伏圧力および極限圧力）を求めることを目的とする。

（試験方法）

第９３条 試験方法及び器具は、地盤工学会基準「孔内水平載荷試験方法」(ＪＧＳ142

1)によるものとする。

２ 試験方法、器具の構成、載荷圧力保持時間及び測定時間、荷重増分については、試

験に先立ち監督職員の承諾を得るものとする。

３ 連結管は、二重管を原則とし、可能な限り膨張量の少ないものを使用するものとす

る。

４ 試験孔は、可能な限り乱れの少ない滑らかに仕上げるものとし、孔径は測定管直径

の１．１倍以内に収めるものとする。

、 、 。５ 測定管は Ａ型又はＢ型とし 管長が直径の６倍以上のものを選定するものとする

６ 変位係数を求める場合には、測定管自体の剛性、変位量の測定精度を厳密に行わな

ければならない。

（成果品）

第９４条 成果品は、次のものを提出するものとする。

(1) 試験位置案内図・試験位置平面図

(2) 試験方法、試験器具詳細図

(3) 地盤工学会基準と部分的に異なる方法を用いた場合にその内容

(4) 圧力・変位量(又は体積変化量)曲線図

(5) 圧力・クリープ量曲線図（上記曲線図に併記）

(6) キャリブレーション試験結果

(7) 解析結果、試験結果一式
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第１５節 地盤の平板載荷試験

（目的）

第９５条 地盤の平板載荷試験は、原地盤に設置した載荷板の加重と沈下量の関係から

地盤反力係数や極限支持力などの地盤の変形および支持力特性を求めることを目的と

する。

（試験方法）

第９６条 試験方法及び器具は、地盤工学会基準「地盤の平板載荷試験方法」(ＪＧＳ

1521)によるものとするが、緩速載荷によりクリープ変化を含めた沈下性状を確認す

る場合にはこの限りではない。

２ 試験位置、載荷方式は、設計図書又は監督職員の指示によるものとする。

３ 反力装置は、計画最大荷重の１．２倍以上の実荷重によるものとし、載荷による移

動や転倒に対して十分安全なものにしなければならない。

４ 載荷板は 円形を標準とする やむを得ない場合は 監督職員の承諾を得て角型 正、 。 、 （

方形）とすることができる。

５ 載荷方法は、設計図書又は監督職員の指示によるが、指定のない限り、荷重制御方

式の段階式繰返し載荷とする。

６ 試験地地盤の状況は、試験に先立ち十分観察記録を行うものとし、試験直前に最終

的な整形作業を行うものとする。

７ 載荷中に地盤が破壊するなど所定の載荷重を維持することが困難と判断される場合

には、その荷重を最大荷重とし、除荷して試験を終了するものとする。

（成果品）

第９７条 成果品は、次のものを提出するものとする。

(1) 試験位置案内図・試験位置平面図

(2) 反力装置・載荷装置等の詳細図

(3) 時間・荷重強さ曲線、時間・沈下量曲線、荷重強さ・沈下量曲線、荷重強さ・残

留沈下量曲線および除荷曲線

(4) 解析結果、及び測定記録一式

(5) 地盤工学会記録用紙・報告用紙の「地盤の平板載荷試験」に準拠して整理し提出

するものとする。

第１６節 道路の平板載荷試験

（目的）

第９８条 道路の平板載荷試験は、道路の路床、路盤等に設置した載荷板の荷重と沈下

量の関係から、地盤反力係数を求めることを目的とする。

（試験方法）

第９９条 試験方法及び器具は、日本工業規格「道路の平板載荷試験方法」(ＪＩＳ

Ａ １２１５)によるものとする。

２ 瀝青材料、石灰、セメント等により安定処理した路床、路盤等は原則として試験対

象としないが、監督職員の指示がある場合にはこの限りではない。

３ 試験は、路床、路盤等が過度に湿潤あるいは乾燥している場合を避けて行うものと

し、状況により散水等により含水比を調整してから行うものとする｡

（成果品）

第１００条 成果品は、次のものを提出するものとする。

(1) 試験位置案内図・試験位置平面図

(2) 反力装置・載荷装置等の詳細図

(3) 荷重強さ・沈下量曲線

(4) 解析結果、及び測定記録一式

(5) 地盤工学会記録用紙・報告用紙の「道路の平板載荷試験」に準拠して整理し提出

するものとする。

第１７節 現場ＣＢＲ試験

（目的）

第１０１条 現場ＣＢＲ試験は、施工管理及び品質管理に利用するために、原位置にお
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いて貫入ピストンを直接貫入させ、土のＣＢＲ（路床や路盤の支持力の大きさを表す

指標。路床土支持力比）を求めることを目的とする。

（試験方法）

第１０２条 試験方法及び器具は、日本工業規格「現場ＣＢＲ試験方法」(ＪＩＳ Ａ

１２２２)によるものとする。

２ 試験位置は、設計図書又は監督職員の指示によるものとする。

３ 載荷装置は、原則としてスクリュージャッキを使用するものとする。

、 、 。４ 載荷装置 反力装置は 土の強さ・荷重に対して適切なものを選択するものとする

５ 試験に先立ち、試験箇所を整形するが、原則として試験箇所には散水は行わないも

のとする。ただし、監督職員の指示又は調査目的により、施工後の最悪条件を想定す

る場合は、散水し十分浸透させた後に表面の緩んだ部分を取り除いて仕上げるものと

する。

６ 砂散布においては、貫入位置には原則として砂を散布してはならない。

７ 試験は、試験位置１箇所あたり３点測定し平均するものとする。

（成果品）

第１０３条 成果品は、次のものを提出するものとする。

(1) 試験位置案内図・試験位置平面図

(2) 反力装置・載荷装置等の詳細図

(3) 荷重強さ・貫入量曲線又は荷重・貫入量曲線

(4) 地盤工学会記録用紙・報告用紙の「現場ＣＢＲ試験」に準拠して整理し提出する

ものとする。

第１８節 現場密度試験

（目的）

第１０４条 現場密度試験は、盛土の締固管理に利用するために、原位置の土の湿潤密

度、乾燥密度、含水比等を求めることを目的とする。

（試験方法）

第１０５条 試験方法は、設計図書又は監督職員の指示によるものとするが、指定のな

い場合には以下の基準・規格から適切に選定し監督職員の承諾を得るものとする。

(1) 日本工業規格「砂置換法による土の密度試験方法」(ＪＩＳ Ａ １２１４)は、

最大粒径が53mm程度までの土に適用するが、孔壁の自立性が低い土には適用しない

ものとする。

(2) 地盤工学会基準「突き砂による土の密度試験方法」(ＪＧＳ１６１１)は、最大粒

径が 150mm程度までの土に適用するが、含水比の高い砂質土や、粗粒分が多く空隙

の大きな土には適用しないものとする。

(3) 地盤工学会基準「水置換による土の密度試験方法」(ＪＧＳ１６１２)は、砂置換

法が困難な土で岩石質を含む土に適用するものとする。

(4) 地盤工学会基準「コアカッターによる土の密度試験方法」(ＪＧＳ１６１３)は、

細粒土等でコアカッターが支障なく貫入できる土に適用するものとする。

(5) 地盤工学会基準「ＲＩ計器による土の密度試験方法」(ＪＧＳ1614)は、巨石・粗

石以外の全ての土質材料に適用が可能である。

（成果品）

第１０６条 成果品は、次のものを提出するものとする。

(1) 試験位置案内図・試験位置平面図

(2) 地盤工学会記録用紙・報告用紙の該当基準のデータシートに準拠して整理し提出

するものとする。

第６章 土質試験

（試験の内容）

第１０７条 土質試験の種類、試験方法及び器具は、地盤工学会基準または日本工業規

格に規定されているものとする。ただし、双方に規定されている試験については、特

に指定のない限り監督職員と協議し適用を定めるものとする。
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２ 実施種目及び数量等については設計図書又は監督職員の指示による。

（一般的事項）

第１０８条 試験は、試料採取後、速やかに行うものとする。

２ 試験室に運搬、保管された試料が、試験結果に影響を及ぼすおそれのある変化を生

、 、じた場合又は試験に失敗して試料の不足をきたしたときは 直ちに監督職員に報告し

その指示を受けるものとする。

３ 土質により所定の試験が実施できない場合は、監督職員の指示により中止又は試料

の再採取等の処置を講ずるものとする。

、 、４ 監督職員或いは検査職員が必要と認めた場合は 再試験を指示する場合があるため

試験後の残試料は検査完了まで保管しなければならない。

５ 土の分類は、地盤工学会基準「地盤材料の工学的分類方法（日本統一分類法 」に）

よるものとする。

（試料の調製）

、 「 」第１０９条 試料の調製は 日本工業規格 土質試験のための乱した土の試料調製方法

(ＪＩＳ Ａ １２０１)、地盤工学会基準「力学試験のための乱さない粘性土試料の

取扱い法」(ＪＧＳ0102) 「粘土鉱物判定のための試料調製方法」(ＪＧＳ0251) に、

よるものとする。

２ 力学試験用試料の調製は、特に乱れ、水分の蒸発等のないように十分注意するもの

とする。なお、試験室に運搬、保管された試料に乱れ等を認めた場合は、監督職員の

指示を受けるとともに、原則として再度試料を採取して試験を行うものとする。

（成果品）

第１１０条 試験結果は、地盤工学会のデータシートに準拠して整理し提出するものと

する。

２ 測定データは、原則としてグラフ、表などに整理して相互の関連、全体の傾向など

を明らかにするものとする。

第７章 総合解析

（適用範囲）

第１１１条 総合解析の適用範囲は、次の各号に定めるところによる。なお、ダム、ト

ンネル、地すべり調査については、別途、設計図書又は監督職員の指示によるものと

する。

(1) 調査地周辺の地形・地質の検討

(2) 調査結果に基づく土質定数の設定

(3) 地盤の工学的性質の検討と支持地盤等の設定

(4) 地盤の透水性の検討（現場透水試験や粒度試験等が実施されている場合）

(5) 調査結果に基づく基礎型式の検討（具体的な計算を行うものではなく､基礎型式

の適用に関する一般的な比較検討）

(6) 設計・施工上の留意点の検討（特に、盛土や切土を行う場合の留意点の検討）

(7) 報告書の作成

第８章 その他

（その他）

第１１２条 日本工業規格、地盤工学会基準は附表のとおりとするが、適用にあたって

は、調査・試験の実施年度において最新のものを使用するものとする。

２ 調査・試験の目的を達するに必要な調査・試験方法が、設計図書及び附表以外に提

案できる場合には、監督職員に協議し、その承諾を得て実施することができる。
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（第１１２条関係）

土質試験関係 規格・基準一覧表
区 分 ＪＩＳ規格 地盤工学会基準

番 号 試験名等 最新年度 番 号 試験名等 最新年度
試料調製 JIS A 1201 土質試験のための乱した土の試料調製方法 2000 JGS 0101 土質試験のための乱した土の試料調製方法 2000

JGS 0102 力学試験のための乱さない粘性土試料の取扱い法 2000
JIS A 1202 土粒子の密度試験方法 1999 JGS 0111 土粒子の密度試験方法 2000
JIS A 1203 土の含水比試験方法 1999 JGS 0121 土の含水比試験方法 2000

JGS 0122 電子レンジを用いた土の含水比試験方法 2000
JIS A 1204 土の粒度試験方法 2000 JGS 0131 土の粒度試験方法 2000

JGS 0132 石分を含む地盤材料の粒度試験方法 2000
JIS A 1223 土の細粒分含有率試験方法 2000 JGS 0135 土の細粒分含有率試験方法 2000

物理試験 JIS A 1205 土の液性限界・塑性限界試験方法 1999 JGS 0141 土の液性限界・塑性限界試験方法 2000
JGS 0142 フォールコーンを用いた土の液性限界試験方法 2000

JIS A 1209 土の収縮定数試験方法 2000 JGS 0145 土の収縮定数試験方法 2000
JGS 0151 土の保水性試験方法 2000

JIS A 1224 砂の最小密度・最大密度試験方法 2000 JGS 0161 砂の最小密度・最大密度試験方法 2000
JIS A 1225 土の湿潤密度試験方法 2000 JGS 0191 砂の湿潤密度試験方法 2000

JGS 0211 土懸濁液のｐＨ試験方法 2000
JGS 0212 土懸濁液の電気伝導度試験方法 2000

JIS A 1226 土の強熱減量試験方法 2000 JGS 0221 土の強熱減量試験方法 2000
化学試験 JGS 0231 土の有機炭素含有量試験方法 2000

JGS 0241 土の水溶性成分試験方法 2000
JGS 0251 粘土鉱物判定のための試料調製方法 2000

土の分類 JGS 0051 地盤材料の工学的分類方法（日本統一分類法） 2000
透水試験 JIS A 1218 土の透水試験方法 1998 JGS 0311 土の透水試験方法 2000
圧密試験 JIS A 1217 土の段階載荷による圧密試験方法 2000 JGS 0411 土の段階載荷による圧密試験方法 2000

JIS A 1227 土の定ひずみ速度載荷による圧密試験方法 2000 JGS 0412 土の定ひずみ速度載荷による圧密試験方法 2000
JIS A 1216 土の一軸圧縮試験方法 1998 JGS 0511 土の一軸圧縮試験方法 2000

JGS 0520 土の三軸試験の供試体作成方法 2000
JGS 0521 土の非圧密非排水（ＵＵ）三軸圧縮試験方法 2000
JGS 0522 土の圧密非排水（ＣＵ）三軸圧縮試験方法 2000

JGS 0523 土の圧密非排水（ＣＵ）三軸圧縮試験方法 2000
JGS 0524 土の圧密排水（ＣＤ）三軸圧縮試験方法 2000
JGS 0525 土のKO圧密非排水三軸圧縮（KOCUC）試験方法 2000
JGS 0526 土のKO圧密非排水三軸圧縮（KOCUE）試験方法 2000

せん断試験 JGS 0527 不飽和土の三軸圧縮試験方法 1998
JGS 0530 粗粒材料の三軸試験の供試体作成方法 2000
JGS 0541 土の繰り返し非排水三軸試験方法 2000
JGS 0542 地盤材料の変形特性を求めるための繰り返し三軸 2000

試験方法
JGS 0543 土の変形特性を求めるための中空円筒供試体によ 2000

る繰り返しねじりせん断試験方法
JGS 0550 土のねじりせん断試験用中空円筒供試体の作成・ 2000

設置方法
JGS 0551 土の中空円筒供試体によるねじりせん断試験方法 2000

（次ページへ）
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（前ページより）
せん断試験 JGS 0560 土の圧密定体積一面せん断試験方法 2000

JGS 0561 土の圧密定圧一面せん断試験方法 2000
JIS A 1210 突固めによる土の締固め試験方法 1999 JGS 0711 突固めによる土の締固め試験方法 2000
JIS A 1228 締固めた土のコーン指数試験方法 2000 JGS 0716 締固めた土のコーン指数試験方法 2000
JIS A 1211 ＣＢＲ試験方法 1998 JGS 0721 ＣＢＲ試験方法 2000

安定化試験 JGS 0811 安定処理土の突固めによる供試体作製方法 2000
JGS 0812 安定処理土の静的締固めによる供試体作製方法 2000
JGS 0821 安定処理土の締固めをしない供試体作製方法 2000
JGS 0831 薬液注入による安定処理土の供試体作製方法 2000

試験機用力計 JGS 0004 土質試験機用力計基準 2000

地盤調査関係 規格・基準一覧表
区 分 ＪＩＳ規格 地盤工学会基準

番 号 試験名等 最新年度 番 号 試験名等 最新年度
物理探査 JGS 1121 地盤の電気検層方法 1995

JGS 1122 地盤の弾性波速度検層方法 1995
JGS 1221 固定ピストン式シンウォールサンプラーによる土 1995

の乱さない試料の採取方法
JGS 1222 ロータリー式二重管サンプラーによる土の乱さな 1995

い試料の採取方法
サンプリング JGS 1223 ロータリー式三重管サンプラーによる土の乱さな 1995

い試料の採取方法
JGS 1224 ロータリー式スリーブ内蔵二重管サンプラーによ 1995

る試料の採取方法
JGS 1231 ブロックサンプリングによる土の乱さない試料の 1995

採取方法
JGS 1311 ボーリング孔を利用した砂質地盤の地下水位測定 1995

方法
JGS 1312 観測井による砂質地盤の地下水位測定方法 1995
JGS 1313 ボーリング孔を利用した電気式間隙水圧計による 1995

間隙水圧の測定方法
地下水調査 JGS 1314 ボーリング孔を利用した透水試験方法 1995

JGS 1315 揚水試験方法 1995
JGS 1316 締固めた地盤の透水試験方法 1995
JGS 1321 湧水圧による岩盤の透水試験方法 1995
JGS 1322 定圧注水による岩盤の透水試験方法 1995
JGS 1323 ルジオン試験方法 1995

JIS A 1219 土の標準貫入試験方法 2000
JIS A 1220 オランダ式二重管コーン貫入試験方法 2000
JIS A 1221 スウェーデン式サウンディング試験方法 2000

JGS 1411 原位置ベーンせん断試験方法 1995サウンディング
JGS 1421 孔内水平載荷試験方法 1995
JGS 1431 ポータブルコーン貫入試験方法 1995
JGS 1433 簡易動的コーン貫入試験方法 1995
JGS 1435 電気式静的コーン貫入試験方法 1995

JIS A 1215 道路の平板載荷試験方法 2000
載荷試験 JIS A 1222 現場ＣＢＲ試験方法 2000

JGS 1521 地盤の平板載荷試験方法 1995
（次ページへ）
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（前ページより）
JGS 1611 突き砂による土の密度試験方法 1995
JGS 1612 水置換による土の密度試験方法 1995

現場密度試験 JIS A 1214 砂置換法による土の密度試験方法 2000
JGS 1613 コアカッターによる土の密度試験方法 1995
JGS 1614 ＲＩ計器による土の密度試験方法 1995
JGS 1711 変位杭を用いた軟弱地盤の地表面変位測定方法 1995
JGS 1712 沈下板を用いた地表面沈下量測定方法 1995
JGS 1718 クロスアーム式沈下計を用いた地表面の傾斜変動 1995

現地計測 量測定方法
JGS 1721 水管式地盤傾斜計を用いた地表面の傾斜変動量測 1995

定方法
JGS 1725 伸縮計を用いた地表面移動量測定方法 1995
JGS 1731 地中ひずみ計を用いた地すべり面測定方法 1995
JGS 1811 杭の押込み試験方法 2000
JGS 1812 杭の先端載荷試験方法 2000
JGS 1813 杭の引抜き試験方法 2000

杭の載荷試験 JGS 1814 杭の鉛直鋼板載荷試験方法 2000
JGS 1815 杭の急速載荷試験方法 2000
JGS 1816 杭の衝撃載荷試験方法 2000
JGS 1831 杭の水平載荷試験方法 1983

設計・施工 JGS D1 グランドアンカー設計・施工基準 2000

岩の試験・調査関係 規格・基準一覧表
区 分 ＪＩＳ規格 地盤工学会基準

番 号 試験名等 最新年度 番 号 試験名等 最新年度
JGS 2110 岩石の超音波速度測定方法 1998

物理試験 JGS 2121 岩石の吸水膨張試験方法 1998
JGS 2132 岩石の密度試験方法 2000
JGS 2134 岩石の含水比試験方法 2000

せん断試験 JGS 2521 岩石の一軸圧縮試験方法 2000
JGS 2531 岩石の非圧密非排水（ＵＵ）三軸圧縮試験方法 2000
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様式－１（第９条関係） (Ａ４縦)

打 合 せ 記 録 簿第 回
総括監督員 主任監督員 監 督 員 管理技術者

発注者・印 請負者・印

年 月 日 平成 年 月 日（ ） 場 所
業 務 名 打合せ方式 会議・電話・その他
事 務 所 名 請 負 者 名
業務担当課 （会社名）
出 席 者 発注者側 請負者側
（打合せ内容・議事要旨）

（打合せ資料等）

注１）本様式は、共通仕様書第９条「打合せ等」に規定する打合せを行う場合に適用する。

注２）打合せの都度、２部作成し、発注者・請負者双方が保管する。

注３）打合せ資料等が本紙以外に存在する場合には、資料名称と作成者（発注者・請負者）を明記し、保管

の 必要があるものは、記録簿に添付して保管すること。
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様式－２ （Ａ４縦）

○ ○ 書
総括監督員 主任監督員 監 督 員 管理技術者

発注者・印 請負者・印

発議年月日 平成 年 月 日（ ） 発 議 区 分 発注者 ・ 請負者
業 務 名
事 務 所 名 業務担当課
請 負 者 名

下記の通り する。事 項

（以下、内容）

受理年月日 平成 年 月 日（ ）
総括監督員 主任監督員 監 督 員 管理技術者

発注者・印 請負者・印

上記の を する。対 応

（以下、内容・理由・回答）

・本様式は２部作成し、発注者・請負者双方が保管する。
・事項欄・対応欄の下線部分については、行為・対応の事項を記入すること。
・対応が、了解しない・不受理・不承諾の場合には、理由を記入すること。
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様式－２ （Ａ４縦）

通 知 書（記入例）
総括監督員 主任監督員 監 督 員 管理技術者

発注者・印 印 印 印 請負者・印

発議年月日 平成○○年 ○月○日（火） 発 議 区 分 発注者 ・ 請負者
業 務 名 ○○地区○○地質調査業務
事 務 所 名 ○○開発事務所 業務担当課 ○○○課
請 負 者 名 ○○○ ○○○○○○○○㈱○○

下記の通り、通知する。事 項

（以下、内容）

・○○地区○○地質調査業務の検査を以下の通り実施するので、管理技術者の立会、
及び検査に必要な書類及び資料等を取り揃えの上、受検されたい。

・なお、本業務においては現地検査は実施しない。

日 時：平成○○年○月○日（火）
場 所：中小機構○○開発事務所 会議室

受理年月日 平成１４年 ３月 ６日（水）
総括監督員 主任監督員 監 督 員 管理技術者

発注者・印 請負者・印 印

上記の 通知 を 受理 する。対 応

（以下、内容・理由・回答）

・本様式は２部作成し、発注者・請負者双方が保管する。
・事項欄・対応欄の下線部分については、行為・対応の事項を記入すること。
・対応が、了解しない・不受理・不承諾の場合には、理由を記入すること。
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様式－２ （Ａ４縦）

協 議 書（記入例）
総括監督員 主任監督員 監 督 員 管理技術者

発注者・印 請負者・印 印

発議年月日 平成○○年 ○月○日（火） 発 議 区 分 発注者 ・ 請負者
業 務 名 ○○地区○○地質調査業務
事 務 所 名 ○○開発事務所 業務担当課 ○○○課
請 負 者 名 ○○○ ○○○○○○○○㈱○○

下記の通り、協議する。事 項

（以下、協議項目）

○○地区○○地質調査業務について、以下事項を協議する。

１．○○○

２．○○○○

３．○○○○

協議年月日 平成１４年 ３月 ６日（水）
総括監督員 主任監督員 監 督 員 管理技術者

発注者・印 印 印 印 請負者・印 印

上記の協議について下記のとおり双方確認する。対 応

（以下、協議内容）

１．○○○について

２．○○○○について→別途指示書

３．○○○○について

・本様式は２部作成し、発注者・請負者双方が保管する。
・事項欄・対応欄の下線部分については、行為・対応の事項を記入すること。
・対応が、了解しない・不受理・不承諾の場合には、理由を記入すること。
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様式－３（第２６条関係） （Ａ４縦）

業務目的物の部分使用について

平成 年 月 日

○○○○○○○○株式会社
○○○ ○○ ○○ 殿

（分任契約職）
○○開発事務所
所長 ○○ ○○ 印

契約書第３３条第１項の規定に基づき、下記部分の使用をしたいので請求する。

業務名「○○○○地質調査業務」 契約年月日 平成 年 月 日

部分使用の目的

部分使用

部分使用期間 平成 年 月 日から乙が当該部分を引き渡す日まで

部 分 使 用 同 意 書

平成 年 月 日

○○開発事務所
所長 ○○ ○○ 殿

住所
氏名 印

上記の部分使用に同意します。

注）記入・押印済みの本様式の正本を発注者に提出する。請負者においては、本様式の写しを
部分使用期間の間、保管するものとする
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（様式２～３関係）

１．打ち合わせ等における発注者・請負者の行為と対応は以下を基本とする。
用 語 用 語 の 定 義 発議主体 相手方の対応

発注者 請負者

指 示 請負者に実施させること ○ 了 解

請 求 相手方に行為を求めること ○ ○ 受 理

通 知 相手方に知らせること ○ ○ 受 理

報 告 業務遂行状況を発注者に知らせること ○ 受 理

申し出 業務の履行等に関して同意を求めること ○ 承 諾

質 問 不明な点を問うこと ○ ○ 回 答

協 議 対等の立場で合議すること ○ ○ 協 議

提 出 書面、資料等を差し出すこと ○ 受 理

２．監督職員が発議を行う主な事項とその定義
事 項 定 義 請負者の対応

地元関係者への説明、交渉等に請負者を協力させる場合 指 示 了 解
（共仕第１４条第１項）
地元協議により、既に作成した成果の内容を変更する必 指 示 了 解
要が生じた場合（共仕第１４条第５項）
契約書第１８条、１９条、２１条の規定に基づく設計図 指 示 了 解
書の変更を監督職員が行う場合（共仕第２０条第１項）
業務内容の変更を指示する場合の履行期間変更協議の対 通 知 受 領
象であるか否かの通知（共仕第２２条第１項）
業務の一時中止 通 知 受 領
（共仕第２３条第１項） （指 示） （了 解）
契約書第３３条の規定に基づき成果品の部分使用を行う 請 求 同 意
場合（共仕第２６条第１項）

３．請負者が発議を行う主な事項とその定義
事 項 定 義 発注者の対応

特記仕様書、共通仕様書又は図面の間に相違がある場合 質 問 回答又は
（共仕第１条第３項） （訂正の）指示
設計図書に疑義のある場合 質 問 回答又は指示
（共仕第５条第２項）
業務カルテの登録を行おうとする場合 申し出 承 諾
（共仕第８条第３項）
業務カルテ受領書の写しの提出 提 出 受 理
（共仕第８条第３項）
業務計画書の提出 提 出 受 理
（共仕第１０条第１項）
打合せにおける業務進捗状況等の説明 報 告 受 理
（共仕第１０条第２項）
変更業務計画書の提出 提 出 受 理
（共仕第１０条第３項）
関係官公庁からの交渉を受けた場合 報 告 受理→指示等
（共仕第１３条第２項）
地元関係者からの質問、疑義に関する説明等を求められ 報 告 受理→指示等
た場合（共仕第１４条第２項）

（次ページに続く）
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（前ページより）
事 項 定 義 発注者の対応

地元関係者への説明、交渉を行った場合 報 告 受 理
（共仕第１４条第３項）
現地への立ち入りが不可能となった場合 報 告 受理→指示
（共仕第１５条第１項）
第三者所有の土地、工作物を一時使用する必要が生じた 報 告 受理→所有者
場合（共仕第１５条第２項） の了解→通知
発注者の部分使用請求に同意した場合 部分使用同意書
（共仕第２６条第２項） の提出
共仕第２７条第１項及び第２項に規定する業務以外を再 申し出 承 諾
委託しようとする場合（共仕第２７条第３項）
成果品を使用、複製しようとする場合または成果内容を 申し出 承 諾
公表しようとする場合（共仕第２８条第２項）


